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平成 25 年度 施 政 方 針 
 

１．はじめに 

   

 平成２５年第２回中城村議会定例会の開会にあたり、今回提出しております諸議

案の説明に先立ちまして、平成２５年度の施政方針について所信を申し上げ、議員

各位並びに村民の皆様のご理解とご協力を賜りたいと存じます。 

 

昨年の６月、多くの村民の支持を得て、無投票で２期目の当選を果たし、引き続

き村政経営の舵取りを任されましたことは、誠に光栄に存じますとともに、多くの

村民の期待に、１期目以上に身が引き締まる思いであります。 

2 期目にあたり、常に村政経営の重責を意識し、これまでの政策の成果と課題を

踏まえながら、中城村の魅力と個性を飛躍させ、更なる、村の繁栄・発展へ導くよ

う邁進してまいりますので、これまで以上に議員並びに村民の皆様のご理解とご協

力を賜りますよう、心からお願い申しあげます。 

 

国政におきましては、平成２１年９月に誕生した民主党を中心とする連立政権も、

様々な課題、局面を乗り越えてきましたが、マニュフェストの破綻と消費税増税を

機に、国民に審判を仰いだ昨年末の衆議院総選挙の結果、３年余の政権与党に幕を

閉じ、自民党・公明党連立政権へ政権交代となりました。 

民主党連立政権下、これまでの政権とは違う変化と進展をもたらすと思われてい

た、沖縄の基地政策におきましても、普天間基地の辺野古移設の閣議決定や欠陥機

オスプレイの強制配備と沖縄の基地負担軽減どころか、日米安全保障条約の名のも

とに更なる沖縄の基地機能の強化は明白で、基地の犠牲や負担を押しつけている構

造的差別が変わることなく継続されたことに悲憤慷慨であります。 

我々ウチナーンチュとしての尊厳を守るために、普天間基地の県外移設、オスプ

レイの即時撤去、不平等・不公平な日米地位協定の全面改正を不退転の決意で、あ

きらめずに訴え続けたいと思います。 

 

さて、国内経済は、１９９０年代のバブル経済が崩壊してから、２０年以上も景

気の低迷が続き、更には円高やデフレに陥り閉塞感強まる経済状況の中、人口減に

伴う少子高齢化の加速、政治政策の混迷、若年層の失業率の上昇など、未来ある元

気な日本経済の復活を阻害する大きな要因が氾濫しております。 

日本を覆う閉塞感の払拭と日本経済の再生を目指すために、国や国政がやるべき

ことをこれまで以上に求めなければなりません。 

昨年末に誕生した、新政権は、１２年度補正予算に２０兆円規模の経済対策を

打ち出しております。引き続き、２０１３年も長期化したデフレの脱却と日本
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経済の再生への足掛かりとなる経済回復を最重要課題と位置付けており、今後、国

の経済対策を始めとする、政策・施策と連携して、地方がやるべきことを迅速かつ

的確に対応できる枠組みづくりと、無駄を排除した簡素で効率的な行政を実現し、

地方の経済再生に努めなければならないと考えます。 

地域のことは地域で決める、地方自治の原点に立ち返り、責任を持って、村政発

展、地域の経済対策へ取り組んでまいります。 

 

昨年は、中城村の今後１０年間のめざす将来像とまちづくりの基本的な方向性を

示した村政運営の指針となる、「中城村第四次総合計画」を策定、その実現に向けた、

新たなスタートを切りました。また、同時期に沖縄県においても「沖縄２１世紀ビ

ジョン」の実現に向けた、今後１０年間の取り組みの方向性を示した「沖縄２１世

紀ビジョン基本計画」が決定されました。 

   

奇しくも、復帰４０年の節目に、本村と沖縄県の将来１０年計画の出発点が同時

期となりましたが、本村の将来像実現こそが、沖縄のあるべき姿の実現に繋がるも

のと確信しております。 

 また、そのスタートの年に、新たに創設された沖縄振興特別推進交付金が交付さ

れ、本村の振興・発展のため英知を結集し、4 億円の交付額の満額実施に取り組ん

でまいりました。際立った成果として、これまで村民から要望の多く長年の懸案で

ありました図書館建設の夢を叶える『護佐丸歴史資料図書館』建設へ向け事業展開

のスタートを切る事ができました。引き続き村民の期待に応えられるよう適正実施

に向け、取り組んでまいります。 

    

ご承知のとおり、本村は、近年県内上位の人口増加率を誇っております。 

村内外からの住宅ニーズに対応した受け皿づくりとしまして、南上原土地区画整

理事業の保留地処分を推進します。また、特定保留として県と調整を進めている泊・

久場地域の市街化区域の編入も積極的に進めてまいります。 

 更に、人口増の要因として若者世代や子育て世帯が増えております。 

今後とも、子育て世代への様々な支援策を継続するとともに、新たな施策も検討し

ながら、将来の中城村の振興、発展を担う子供達のための支援を続けて行きます。 

 ４月からは、中城南小学校が開校いたします。真新しい校舎の中、『新世代型学習

空間教室』として、ＩＴを駆使しながらの自由研究、グル－プ学習など、様々な学

びのかたちに対応出来る第３の学習スペ－スを設置しています。今後とも、児童生

徒の教育環境の充実にも力を注でまいります。 

今後、更なる住民サービスの充実や利便性の向上により、「中城村が住みたい村、

住みよい村、住み続けたい村」に向かって取り組んでまいります。 
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２．本年度の重点施策 

    

○ 中城護佐丸まつり実行委員会補助事業 

     村民意識の高揚と親睦による地域活性化及び商工・観光の振興、伝統文化・

芸能の振興のため「中城護佐丸まつり」を開催します。 

○ 自主防災組織補助事業 

自主防災組織の強化に向け、防災備品及び運営に対する補助金を交付します。 

○ 自治会活動活性化補助事業 

     自治会活動の活性化を図るため、各自治会が整備する備品等購入に対し、  

５０万円を限度に補助金を交付します。 

   ○ コンビニ収納管理システム改修委託事業 

コンビニエンスストアで村税等の納付ができるようシステム改修を行い、村

税等納税の利便性の向上を図ります。 

   ○ ひとり親家庭学童クラブ利用料助成事業 

ひとり親家庭の児童が学童クラブを利用する場合の利用料の一部（５千円）

を助成し、ひとり親家庭の経済支援による子育て支援を進めます。 

   ○ 中城村シルバー人材センター補助事業 

     平成２４年度に発足した中城村シルバー人材センターに補助金を交付し、シ

ルバー世代の生きがいづくりに寄与します。 

○ 通学バス運行委託事業 

中城南小学校開校に伴い、上地区幼児・児童・生徒の交通不便の解消、通学

路における安全を確保するため通学バスを運行します。 

○ 中城の歴史と文化を学ぶプロジェクト 

     地域特性を活かした教育推進として、郷土の歴史・文化に係る学習の充実を

図るため教材づくりを行い、教育課程特例校を目指していきます。 

○ 南上原土地区画整理事業 

     住宅地区・商業地区・公園等のインフラ整備を行い、利便性と快適な住みよ

い生活環境の構築を図り、学園都市としての街づくりを推進します。保留地

処分業務についても民間企業との連携を強化し、保留地販売促進に努めます。 

   ○ 電源立地地域対策交付金等を活用した久場地区の整備事業 

  交付金を活用して、久場河川改修事業、 久場前浜原湾岸連絡道整備事業、泊

児童公園及び吉の浦公園遊具整備事業、久場地区排水路整備事業を行います。 

   ○ 中城城跡ライトアップ事業 

     世界遺産中城城跡への観光客誘致のため、城壁のライトアップを行うなめの

設計委託を行い、新たな城跡の魅力の創出を図ります。 

○ 沖縄振興特別推進交付金の活用 

     本交付金の趣旨を踏まえ、本村の振興に資する事業で、沖縄の特殊性に起因

する事業を積極的に計画し実施へと繋げて行きます。 
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３．部門別主要施策 

 

（１）教育・文化の振興 

幼児教育と学校教育の充実 

    幼児教育や学校教育においては、家庭・学校・地域の連携を密に、個性豊かな

育成に努め、人材育成基金等を活用し、児童生徒等の活動を支援いたします。 

    これからの社会に必要不可欠な国際化と情報化に対応する、国際理解教育推進

のため、外国語指導助手の小・中学校への配置を行うとともに、教育の情報化推

進体制構築のため、ＩＣＴ機器の充実とＩＣＴ専門員を配置します。 

    学力向上推進の一環として、対米請求権地域振興助成事業を活用し、小・中学

校における「地域学力向上支援事業」及び、中学校における「学習支援事業」を

継続し、児童生徒の「確かな学力」の向上を目指します。 

また、国立大学法人琉球大学と教育委員会の連携・協力に関する協定に基づき、

幼児・児童・生徒の学習支援や教員の資質向上を図ってまいります。 

不登校やいじめ対策、特別支援教育の充実のために幼稚園、小・中学校への特

別支援員や看護師の配置並びに村教育相談室の拡充を図ってまいります。 

幼児・児童・生徒の命を守るために、学校の危機管理体制の強化と防犯・防災

対応の緊急連絡システムを活用した避難訓練や避難経路の確保を行います。 

中城南小学校が、「歴史文化に誇りを持ち、現状を自力で切り開き、未来に夢を

描き、輝き続ける子」を教育目標に、平成２５年４月１日に開校いたします。 

また、開校に伴う上地区幼児児童生徒の交通不便の解消、通学路における安全

を確保するため通学バスを運行します。 

平成２５年４月１４日には、開校式典・祝賀会を予定しております。 

地域特性を活かした教育課程特例校の推進として、一括交付金を活用した「護

佐丸・中城城跡をとおして歴史・文化を学ぶプロジェクト」を継続・推進し、学

校教育の中で、地域の歴史・文化を教える事ができるように教育課程特例校を目

指していきます。その中で、幼児・児童・生徒に自然や地域を愛し大切にする心

を育て、故郷への誇りを培っていくための教材（絵本・読み物教材、副読本・脚

本等）を編集していきます。 

学校給食は、児童生徒の心身の健全な発達のために、新鮮で安心安全な食材の

使用を積極的に取り組んでいます。学校給食に地域の特産物を生かした献立を増

やし、正しい食事のあり方や望ましい食習慣を身に着けさせるとともに、豊かな

心を育成し、好ましい人間関係を育てるため各学校と連携し、食育を推進いたし

ます。また、平成２５年度も引き続き村内の生産者や関係機関と連携し、地産地

消を推進いたします。 

 

教育に係わる各種支援の充実 

要保護及び準要保護児童生徒就学援助事業と特別支援教育児童生徒就学援助事
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業も引き続き行います。 

また、幼稚園就園奨励費補助事業の私立幼稚園補助を大幅に拡充し、保護者の

負担軽減を図るとともに、両幼稚園においては今年度も「預かり保育」を継続実

施します。 

 

生涯学習・人材育成の推進 

社会教育事業の一環として、村婦人会や村青年会、村ＰＴＡ連合会等の各種団

体並びに村子ども会育成連絡協議会の諸活動を支援していくとともに、「福岡県福

智町子ども会交流事業」についても、継続して支援いたします。昨年、生涯学習

教室として開催した、わくわくコーラス発声講座の評判も良く、参加者から喜ば

れましたので、本年も引き続き、各種教室を計画し開催してまいります。 

近年の少子化や核家族化、就労形態の多様化、家庭や地域の子育て機能の低下

など、子どもを取り巻く環境の変化を踏まえ、平成２５年度におきましても「放

課後子ども教室推進事業」、「学校支援地域本部事業」、「中城ジュニアオーケスト

ラ育成支援事業」を実施していきたいと考えております。 

中・高校生を対象とした「海外短期留学派遣事業」は、これまでの派遣人数を

７名から９名に増員し、事業の拡充を図ります。また小・中学生ＥＳＬキャンプ、

千葉県旭市児童交流事業につきましても引き続き実施し、人材育成に努めます。 

 

護佐丸歴史資料図書館の推進 

平成２４年度に、歴史資料館、図書館、防災施設の３つの機能を有する複合施

設「護佐丸歴史資料図書館」の基本計画を策定致しました。 

歴史資料館は、常設展示・企画展示コーナーを設け、護佐丸の活躍した時代を

中心に小・中学生にも分かり易い琉球史の展示を行い、図書館はアダルトスペー

ス・キッズスペース・学習スペースを設けニーズに合った施設を計画しておりま

す。また、施設は、災害の際の避難場所としての目的も有し、防災グッズ等の備

蓄も行います。今年度は、実施設計を行い計画的に推進してまいります。 

 

スポーツ・レクレーション活動 

体育振興については、村体育協会、地域スポーツクラブ（吉の浦総合スポーツ

クラブ）、少年野球連盟への助成を継続するとともに、スポーツ推進委員、中学校

部活指導員に対し引き続き支援してまいります。 

ごさまる陸上競技場は、県内でも数少ないサッカー仕様の競技場として芝管理

を行うことにより、プロサッカーチームのキャンプ地として好評を得ております。 

また、沖縄県が芝管理のスペシャリスト育成を目指した、芝人養成事業で利用

されていることから、県事業と連携した、自前の芝管理専門員育成を目指した取

り組みとして、今年度も芝管理の強化に努めキャンプ誘致を行ってまいります。 

村民体育館には、トレーニングルームを開設し、プロスポーツキャンプへの利
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用、村民の体力・元気づくりへの利用など、利用形態にあった運営に努めてまい

ります。吉の浦公園は村内外の保育所・幼稚園の遠足や各種団体のスポーツ・レ

クレーション施設として憩いの場となっておりますが、施設は２０年以上経過し

老朽化が見られる施設もあります。今後も計画的に修繕や再整備を行い管理に努

めてまいります。 

 

中城城跡整備・文化（財）の振興 

世界遺産『中城城跡』は、沖縄の３００余りもあるグスクの中で最も保存状態

が良く、築城技術の最高峰と言われています。しかし、５００年以上の長い年月

の間に城壁が崩れたり、緩んだりするなど修復する箇所が増えております。現在、

国、県の補助を受け、保存整備を行っているところでありますが、平成２５年度

も引き続き、保存整備、発掘調査等を行います。 

中城村における歴史の道整備（ハンタ道）につきましては、南上原土地区画整

理事業地区内の一部を除き、そのほとんどが完成しているところであります。 

本年度は、歴史の道の沿道にある村指定文化財「ペリーの旗立岩」の整備とと

もに、文化庁補助事業で整備した「新垣区間」と「ペリーの旗立岩」、「県営公園

内」の３か所を「歴史の道」として国の指定を受ける準備を行ってまいります。 

また、中城城跡においては中城村文化協会や中城文化財案内人サークル「グス

クの会」などの協力により、第１５回「わかてぃだを見る集い」を開催し、村内

外から多くの参加がありました。今後も継続して実施いたします。 

村文化財の指定については、引き続き、「安里のムラガー」、「津覇のテラ」、

「キシマコノ嶽」の村指定に取り組んでまいります。 

 

（２）保健・福祉の充実 

母子保健の充実 

妊婦健康診査及び乳幼児健診を推進し、妊婦の健康管理と保健指導、乳幼児健

診時の保健相談や栄養指導等に努め、疾病の予防及び早期発見、早期対策による

母と子の健康管理の充実を図ります。 

また、地域主権戦略大綱に基づく権限移譲による未熟児の訪問指導及び養育医

療費の給付を行い、保護者の心理的負担及び経済的負担軽減を支援します。 

 

成人保健の充実 

生活習慣予防対策として重要である特定健診を受診しやすい環境に整えるため、

国民健康保険被保険者証と特定健診受診券を個人カードと一体型とし、特定健診

の受診率向上、特定保健指導の強化に努めてまいります。 

また、住民健診において、若年層の２０歳～３９歳への受診勧奨をするととも

に、各種がん検診（肺がん、胃がん、大腸がん）及び骨粗しょう症の検査を実施、

婦人検診における、子宮頸がん、乳がんの集団・個別検診の実施、各年齢層にお
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ける、がん健診推進事業の個別通知により受診勧奨を図り、早期発見と早期治療

に努めます。 

保健事業については、生活習慣病予備軍に対して訪問、電話での保健指導を実

施するとともに、食生活の改善、運動指導が必要な方については、ヘルスアップ

教室、栄養教室への勧奨、ヘルスメイト推進員を活用した食生活改善の推進など、

自主的な健康管理が実施できるよう各種事業に取り組みます。 

 

高齢者福祉・介護保険の充実 

高齢者が住み慣れた地域の中で、安心して暮らしていけるよう福祉関係機関と

連携を図りながら高齢者福祉の充実に努めてまいります。 

高齢化社会の進行に伴い、介護保険事業、介護予防事業のニーズが高まってお

ります。村直営の地域包括支援センターを中核とした体制を整え、村民に対し介

護予防知識の普及を行い、一次予防事業となる「とよむちょ筋教室」を各公民館

で実施し、地域における介護予防の推進に努めます。 

二次予防事業として、地区ふれあい事業や村老人クラブ事業とのタイアップも

図ります。村内介護保険事業所などの関係機関との連携を強化し、要介護認定を

受けながら介護サービスを利用されてない方へ、包括支援センターからの訪問説

明や指導などを行い、介護サービスの啓蒙を図ります。 

また、地域における高齢者支援として、老人クラブ活動補助金や地域敬老会事

業補助金、敬老祝い金の支給を継続して実施いたします。 

 

こころの健康づくりの推進 

生活環境がめまぐるしく変化する時代となり、心の病で苦しむ方々が多くなっ

ております。特に、病気や生活面、対人関係、負債などの原因によってうつ症状

などを発症し、自殺に至るケースも全国的に増加しています。 

自殺予防対策事業として、講演会や予防対策パンフレットの配布、いのちの電

話の周知などを行い、心のケアを推進してまいります。 

 

障がい児（者）福祉の充実 

障がい児（者）数は、年々増加傾向にあり、障害の内容も様々で、ニーズも多

様化しています。障害者総合支援法及び児童福祉法における障害福祉サービスに

よる支援をはじめ、サービス利用計画作成の基盤整備を強化し、障害福祉制度に

関する知識の普及を図りつつ相談支援体制の充実に努めます。 

また、障害者地域活動支援センター事業を充実させ、障がい児（者）が地域で

自立した生活を送るための支援を進めていきます。発達の気になる子の支援につ

いては、引き続き心理相談員を配置し、未就学児からの早期の支援を実施します。 
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   国民健康保険・後期高齢者医療の充実 

    国民健康保険制度は、社会保障及び国民保険の向上に欠かせない制度であり、

相互扶助の精神にのっとり、事業運営に取り組みます。更に、厳しい事業運営と

なっておりますが、保険税の徴収及び医療費の適正化、保険事業等の取り組みを

強化するとともに、県や他市町村と連携し、国における財政支援の必要性に取り

組み、国民健康保険事業の安定的な運営に努めます。 

また、平成２５年度より被保険者証を加入者一人に１枚の個人カード型へと変

更し、利便性の向上に取り組みます。更に、保険税の納付に係る納税者の利便性

の向上を図るため、平成２６年度からコンビニエンスストアにおける収納業務開

始に向け、その準備に取り組んでまいります。 

後期高齢者医療制度は、適切な医療の給付等を行うために必要な制度であり、

沖縄県後期高齢者広域連合と連携し、住民に制度の周知、情報を提供するととも

に、健康の保持、増進を図るため、人間ドックの受診及び肺炎球菌ワクチン接種

等についての受診勧奨を図り、疾病の予防に努めます。 

 

国民年金の充実 

年金受給者数は年々増加し、村民生活の安定と村民福祉の向上に大きく貢献し

ております。村民皆年金の確立に向けては、保険料の未納者解消や納付相談に努

めてまいります。また、年金窓口業務では、資格状況の届出受理、障害年金の申

請受付、年金保険料の減免申請などの相談業務や広報活動の充実を図ってまいり

ます。 

 

子育て支援の充実 

乳幼児期には、医療を必要とする機会が多く、安心して医療が受けられるよう

通院については就学前、入院については１５歳までを対象に、こども医療費助成

事業を継続し、保護者の経済的負担軽減を支援します。 

    予防接種事業については、感染による重症化や拡大を未然に防ぐために、法律

に基づく各種予防接種（定期予防接種）を実施するとともに、これまで任意接種

でありました、子宮頸がん等ワクチン接種を緊急促進事業として実施しました。

子宮頸がん予防ワクチン（１３歳～１６歳の女子）、ヒブワクチン、小児用肺炎球

菌ワクチン（２か月～５歳未満の子）接種について、予防接種法の改正により定

期接種として実施いたします。 

地域で安心して子育てができる環境づくりとして、村立保育所に加え、民間活

力の導入として、村立第３保育所の民営化移行を含め、平成２５年度より３つの

認可保育園をスタートさせ待機児童対策にも取り組んでまいります。 

また、そのひとつの認可保育園において、県内初となる保育所型の認定こども

園の開設を進め、幼保一体型の子育て支援の推進へと繋げてまいります。 

認可保育園においても、特別支援を要する保育の実施や延長保育を継続します。 
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今後も、認可外保育園からの認可化へ向けた取り組みに協力してまいります。 

地域子育て支援センターでは、子育て中の親子を支援するとともに、毎月１回

のわくわくクラブを開催し、発達面で気になる子への支援も継続します。児童生

徒の健全な遊びの場を提供するなかよし児童館も児童生徒の利用が多くなり、更

に内容の充実を図ります。また、今年度も待機児童世帯助成事業を継続するとと

もに、第３子以降保育料無料化事業、認可外保育施設への安全対策事業、放課後

児童健全育成事業、すこやか保育事業、病後児保育事業に加え、昨年度から開始

したファミリーサポートセンター事業も継続し、一時的な預かりや保育所等への

送迎などができる育児支援をしてまいります。 

村内の学童クラブ４施設で組織する学童保育連絡協議会に補助を行い、学童に

おける保育の充実を支援します。 

社会問題化している児童虐待の防止につきましては、要保護児童対策協議会を

設置し、家庭環境に恵まれない児童のために、生活相談・指導や支援策を関連機

関と連携し進めております。児童相談員の配置で、通報への対処、訪問、関係機

関との対策会議を行い、要保護児童やその家族の支援を進め早期対策を図ります。 

 

地域支え合い活動の推進 

村民の地域福祉に対する意識の高揚や取り組みは、集落コミュニティーにおけ

る安心して暮らせる地域づくりに繋がります。多様な福祉ニーズや地域防災、要

援護者支援などは、民生委員や社会福祉協議会、福祉団体に加え、地域が自主的

に取り組む自治会活動とも連携を密にして取り組んでまいります。地域福祉等推

進特別支援事業で、ふれあい総合相談事業や地域支え合い事業を展開し、低所得

者支援やボランテイア活動を推進いたします。また、災害時要援護者については、

引き続き状況把握に努め、民生委員等関係者との連携体制の強化を図ります。 

 

保険・福祉に係わる各種支援の充実 

ひとり親家庭は、児童の養育や健康面の不安など生活の中に多くの問題を抱え

ており、経済的支援や相談支援を必要としています。母子及び父子家庭等医療費

助成事業の支援や児童扶養手当制度の活用促進、母子家庭の母の就業支援、母子

寡婦福祉貸付金などの生活相談も図ってまいります。 

ひとり親家庭の園児・児童を抱える家庭において、放課後学童クラブの利用度

が高く、経済的支援要請の高まりから、今年度から、ひとり親家庭学童クラブ費

助成事業の実施による子育て支援を進めてまいります。 

長引く不況による高失業率など、引き続き厳しい経済状況から、生活困窮世帯

が増加しております。失業などの経済面や身体的健康面からの生活困窮が認めら

れ、生活保護制度の活用を余儀なくされる世帯があります。最低限の生活を営め

るよう、生活困窮世帯への対応の強化として制度の周知と申請等の相談を進めま

す。 
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（３）産業の振興 

農業の振興 

農業の振興を図るため、農業用近代化施設の導入による農作業の省力化と農業

構造の改善、農村環境の整備、生産組織育成補助金等の支援、人・農地プランの

策定を行い、生産農家及び生産組織の育成、農業の担い手の確保と育成に努めま

す。また、本村で収穫される農産物を地域で消費されるよう地産地消を推進する

ため、定期的に行われている朝市での販売促進や学校給食の食材として消費され

るよう生産者及び各関係機関との連携を図りながら取り組みます。 

更に、基幹作物であるさとうきびの振興策として、病害虫の防除・優良種苗の

安定確保普及等に努めます。 

台風等の災害時による農産物被害を受けた生産者の経営安定の為、関係機関と

連携し支援に取り組んでまいります。 

また、農業用に使用され廃棄される農業用廃プラスチックの処理費用の補助を

行い、プラスチックの不法投棄の防止やリサイクルの促進を行い、環境保全に寄

与いたします。 

耕作放棄地対策として、土地所有者等に働きかけ農地の貸し手の確保を行い、

担い手等への農地利用集積を積極的に取り組みます。 

また、「優良田園住宅の建設の促進に関する基本方針」については、基本方針を

策定し運用開始に向けて取り組みます。 

    農業用施設である農業用排水路の維持管理につきましては、平成２５年度から

新規に土地改良施設維持管理適正化事業を導入し、堆積土砂排除等の維持管理を

行います。また、久場地区土砂崩壊防止事業については、工事箇所の不発弾等事

前探査を実施後、工事に着手します。 

 

水産業の振興 

水産業の振興を図るため、漁業組合育成補助金とともに、漁業経営改善に取り

組む漁業者への支援として漁具購入補助の支援、また、つくり育てる漁業を推進

するため、漁業組合と協力し、沿岸漁場への放流事業等を推進し、水産資源の確

保に努めます。漁港の整備として、中城浜漁港の再整備事業を平成２０年度より

実施しておりますが、平成２５年度も前年度に引き続き、船揚場の改良を行い、

係留施設・集落環境施設の整備を実施して中城浜漁港整備事業は完了します。 

また、新規に水産物供給基盤機能保全事業を活用し、漁港施設の老朽化状況を

調査する「機能診断及び機能診断結果に基づく機能保全計画の策定」を実施しま

す。 

 

畜産業の振興 

家畜の伝染性疫病予防及びまん延を防ぐため、家畜飼養箇所の把握、ワクチン

注射、検査等の予防を行い、畜産の振興を図ります。 
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商工業の振興 

商工業の円滑な運営確保に向けた支援と商工業者の経営改善、財政基盤の強化

及び地域活性化と連動した組織活動の展開を図るため、本年度も村商工会に対し

て助成を行います。 

昨年、本村も、地域の事業所が総合的な福祉事業サービスが受けられる財団法

人沖縄中部勤労者福祉サービスセンターへ加入致しました。これにより、村内事

業所において実施が困難な、福利厚生や相互扶助等の各種サービスを同センター

から受給できる仕組みが整いました。勤労者の生活の安定と勤労意欲の向上が図

られるよう村内の事業主や勤労者に対して同センターの周知と加盟の促進に努め

てまいります。 

 

観光の振興 

    平成２４年の沖縄県入域観光客数が前年実績７．８％の増加とともに、中城城

跡の入客数も８７，６８７人と対前年比８．６％の増となっております。 

世界遺産中城城跡は、本村のシンボルゾーンとして位置づけられており、観光

拠点として整備・活用され、保存整備事業や様々なイベント等が行われてきまし

た。今後も、まつりをはじめとする、各種イベントなどを開催し、中城城跡を中

心とした観光振興を目指し観光客の誘客に努めます。そのためには、本村の恵ま

れた緑豊かな自然環境とリンクした、樹木・草花などがあふれた自然環境豊かな

城跡としての魅力を引きだすことにも努めてまいります。更に、今年度は一括交

付金を活用して、中城城跡におけるライトアップ事業による、風光明媚な立地条

件を活用した夜景観光スポットという新たな魅力を創出するとともに、夜間イベ

ントの実施も検討していきます。中城城跡へは、外国人の来場者も増加傾向にあ

り、そのため｢とよむ中城文化遺産観光活性化事業｣において、ＩＣＴを活用した

外国人にも対応できる文化財の案内と解説を聞くことができるコンテンツ制作を

平成２２年度から３年計画で実施し、今年度スマートフォンなどを活用したサー

ビスを提供します。 

また、ごさまる陸上競技場を活用した国内外のプロスポーツ等のキャンプ誘致

活動に取り組み、更なる観光誘客の拡大を目指します。 

これからの観光需要は地域交流型観光が求められるため、引き続きＮＰＯ法人

の民泊事業支援も取り組んでまいります。 

 

特産品の開発・販売 

特産品開発に取り組む個人や組織に対して継続的なサポートを行います。 

また、マスコットキャラクター「護佐丸」を活用し、特産品の普及販売活動に

努めます。本年度も、沖縄自動車道中城パーキングエリアにおいて特産品販売を

実施してまいります。 
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企業誘致の促進 

沖縄電力吉の浦火力発電所が平成２４年１１月に 1 号機が営業運転を開始した

ことから発電所の維持管理など、電力関連会社の立地が期待されます、引き続き

地元企業の利活用と地域雇用の創出を要請してまいります。 

また、税制上の優遇措置が受けられる産業イノベーション制度の地域指定や沖

縄県中南圏域産業活性化基本計画に基づき、観光リゾート・物流関連・情報関連・

地域資源等活用関連産業の誘致に努めます。 

 

雇用対策 

    景気低迷が続く中、企業のリストラや雇用採用控えで、失業を余儀なくされた

中高年・若年層等の失業者に対して、就業機会の創出を図るため、今年度は、重

点分野雇用創出事業を活用して民間事業所における雇用創出を図ります。 

また、新しく設立された「中城村シルバー人材センター」の運営を支援し、高

齢者の「生きがい」「働く喜び」「健康の維持」「社会参加」等雇用機会の拡大に努

めます。 

 

吉の浦火力発電所との連携 

吉の浦火力発電所は平成２４年１１月に１号機の営業運転を開始し、更に今年

５月２号機が営業運転を計画しております。 

運転開始後においても、沖縄電力と連携のもと地域住民の安全対策を最優先に

考え、地元住民の安全・安心な生活環境が図られるよう、村・地元・沖縄電力に

おいて円滑な連絡体制の強化も図ってまいります。 

 

ＬＮＧ冷熱エネルギー利活用の検討 

 沖縄電力吉の浦火力発電所の稼働に伴い、発電所から発生する冷熱エネルギー

を活用促進するため、琉球大学と中城村が締結した包括連携協定に基づく連絡推

進協議会「ごさまるエネルギープロジェクト」を発足し、冷熱エネルギー発生と

発電、ガス利用の仕組み及び制度の調査研究を行います。 

 

（４）都市基盤・生活環境の整備 

南上原土地区画整理事業の推進 

   南上原土地区画整理事業は、平成４年度より事業を開始し、補助幹線（３路線）、

街区公園２箇所が供用されております。平成２５年度は琉球大学グラウンド付近

の既成市街地を重点的に整備するとともに県道２９号沿いの宅地造成、物件の移

転補償等、約７億円の事業を予定しております。 

保留地販売状況については、平成２５年２月現在、全体の６５％、４０億９千

万円を処分しております。平成２５年度においては、宅建業協会やハウスメーカ

ー等との連携強化により、更なる保留地販売に努めてまいります。 
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また、上村病院が、平成２５年８月頃、病院建設工事の着工を予定しています。

病院建設に伴う波及効果による保留地販売促進が大いに期待されるものと考えて

おります。 

 

   公園の整備 

吉の浦公園をはじめ、村内の都市公園施設を公園長寿命化計画に基づき維持・

管理に努めてまいります。また、新たに形成される住環境の向上、地域コミュニ

ティーの憩いの場として、南上原土地区画整理地区内の南上原糸蒲公園を平成２

５年度で工事を完成し、平成２６年度供用開始を目指します。更に、街区公園に

つきましても、計画の７ヶ所中、５ヶ所を平成２５年度までに整備完了し、残り

２ヶ所についても計画的に整備してまいります。 

 

道路、河川、排水路の整備 

道路や集落環境の整備は、年次的に進めておりますが、平成２５年度につきま

しても、引き続き登又地内における村道中城城跡線改良事業の用地買収、物件補

償を実施します。平成２５年度２月末現在での用地買収及び物件補償につきまし

ては、約８３％の進捗となっており、平成２８年度事業完了を目指してまいりま

す。久場・泊地域の道路整備として、久場前浜原湾岸連絡道の整備に着手し、久

場・泊地域の市街化区域の編入も積極的に進めてまいります。 

更に、新規採択事業として平成２６年度を目指し、村道若南線道路改良整備に

取り組んでまいります。 

農道の整備につきましては、新規に創設された農業基盤整備促進事業を活用し、

農業農村整備事業管理計画に基づき、今年度より順次整備を進めてまいります。 

道路排水整備としまして、引き続き石油貯蔵施設立地交付金を活用し、南浜地

内潮垣線側溝布設工事を行ってまいります。排水路の整備として電源交付金を活

用し久場地内の排水路を整備し、又、地方改善事業を活用し登又排水路を整備し

てまいります。一括交付金を活用した、災害時避難道路整備として、今年度も２

ヶ所（津覇小横・久場地内）の整備を実施してまいります。 

村道、農道、河川、排水路の維持管理等、安全で快適な環境づくりに努め、昨

年度に続き、集落内の道路・排水路等、地域が協同で整備できる部分は、資材等

を提供する地域支援事業を行ってまいります。 

 

上水道の整備 

上水道の整備につきましては、南上原土地区画整理事業の進捗状況に合わせ配

水管布設工事を実施いたします。また、道路整備工事が進められている中城城跡

線においても配水管を整備いたします。和宇慶地区、当間地区については老朽化

した配水管の布設替え工事を実施します。上水道の整備により、安全で安定した

水道の供給を可能にし、また、有収率の向上にも努めてまいります。 
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下水道の整備 

下水道の整備につきましては、平成２５年度は、南上原土地区画整理地内の下

水道管布設工事を行います。 

    現在の下水道の接続可能区域につきましては、伊集～屋宜の一部区域が供用開

始しており、使用可能世帯数２，０２９世帯に対して使用世帯数６０４世帯で接

続率が２９．７%となっています。また、平成２５年度より南上原地区の一部が供

用開始するため、住宅、公共施設、企業等の接続が可能になり、接続世帯数、使

用量の増加が見込まれます。下水道法及び中城村下水道条例により下水道への接

続が義務であることや公共用水域の水質保全及び公衆衛生の向上の観点から下水

道の必要性について村民への周知を徹底し、接続率の向上に努めてまいります。 

 

緑化の推進 

森林は、村土の保全や地下水の保水機能、大気の浄化作用を有し、人間生活と

密接な関係にあることから、今後も保全に努めます。また、沖縄の県花であるデ

イゴの保全のため病害虫対策を行い、更に自治会や地域等への緑化事業も推進し

ます。 

 

公共交通の充実 

本村を通過する路線バスは、国道３２９号を通過するバスと県道２９号を通過

する２系統の民間バスが運行されております。いずれも通学、通勤や病院などの

移動手段として利用されております。しかしながら、平坦地区と台地地区の上下

(東西)の行き来ができる公共交通がないなど、運転免許を持たない高齢者や児童

生徒などの交通弱者への対応が課題となっております。 

村民の意識調査のため、昨年実施しいたしました、コミュニティバスのアンケ

ートについて全世帯から１１％の回答がありました。必要性については、「絶対に

必要」または、「必要性はある」と回答したのが４９％であることから、コミュニ

ティバス導入に向けた検討・取り組みとして、平成２５年度国土交通省補助金「地

域公共交通確保維持改善事業費補助金」を活用できるよう、国との調整を進めて

まいります。 

 

交通安全対策の推進 

春・夏・秋・年末年始の年４回、関係機関連携のもと交通安全運動を展開する

とともに、村内パトロールを継続的に実施し、適切な道路維持管理に努めます。 

飲酒運転根絶に向けて、宜野湾警察署をはじめ各関係機関と連携を図りながら

の取り組みと、広報紙、ポスター、防災無線等を活用した意識の啓発を行います。 

また、交通安全対策特別交付金を活用し、反射鏡、街灯、ガードレール等、交

通安全施設を設置し、危険箇所の改善に取り組んでまいります。 
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中城らしい風景づくり 

平成２２年度より、中城の顔づくりとして特色ある街並を形成するため景観計

画の策定を進めてまいりました。平成２５年度以降は、景観計画に基づく景観条

例を制定し、景観行政団体となることを目指してまいります。 

 

ごみ対策と環境衛生の向上 

村民の生活様式の変化や人口増、産業活動の進展等に伴い、今後もごみ排出量

が増加傾向にあることから、ごみの減量化に努め、家庭等から排出されるごみや

資源物を処理方法に応じて分類し、収集することにより生活環境の保全及び公衆

衛生の向上を図ります。また、中城村は豊かな自然を有する反面、山間部や民家

の少ない地域へごみの不法投棄が多発しており、不法投棄をさせないため監視カ

メラを導入するとともに監視パトロールの継続と監視強化に努めます。 

生活排水に関しては快適な住環境の整備、公共用水域の水質保全及び公衆衛生

の向上を図るため、公共下水道の推進や合併浄化槽設置への補助事業を進めてい

るところであり、将来的には中城村全域の水洗化を目指してまいります。 

 

リサイクルの推進 

人口増加とともに生活環境の多様化や事業活動の進展に伴い、ごみは増加傾向

にあります。循環型社会の形成に向け、「ごみを減らす、繰り返し使う、資源化す

る、また適正な処理を行う」を基本理念とし取り組みを進めていまいります。 

 

墓地対策 

墓地として使用する目的で他人に土地を分譲する場合、墓地の経営許可を受け

なければなりません。ただし、墓地の許可は原則として、市町村、宗教法人、公

益法人にしか認められていないため、営利法人や個人が墓地として土地の分譲を

行う場合は、墓地の無許可経営として墓地埋葬法違反になるおそれがあることも

重視し、今後とも散在化による土地の無秩序、景観の悪化等を防ぐために、中城

村墓地等の経営の許可等に関する条例に基づき、墓地立地の誘導及び指導に努め

てまいります。 

 

  し尿処理の東部清掃施設組合への移行 

現在、中城村北中城村事務組合で管理・運営している、し尿処理施設（青海苑）

は、築後３４年が経過し、老朽化による立替えが必要な状況であり、し尿処理施

設の新設が緊急課題でありました。一方、東部清掃施設組合側でも「循環型社会

形成推進交付金事業」を活用した、広域化によるし尿処理施設の新設計画があり、

同計画が本村にとっても時宜を得たものであったことから、平成２４年５月に事

業計画に加入し、平成２６年１１月末予定の運転開始とともに東部清掃施設組合

(与那原町、西原町、南風原町、中城村、北中城村)へし尿処理を移行いたします。 
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基地対策 

昨年の沖縄県民が、一同に声をあげ反対決起をいたしましたオスプレイ配備反

対県民大会の声も届かず強行配備されたオスプレイに対して、怒りを胸に、オス

プレイ配備撤回を求める中城村民大会を開催いたしました。しかし、なんら変わ

る事もないどころか、欠陥機オスプレイがわが村の上空を低空飛行と騒音をまき

散らし傍若無人に通過している現状を鑑み、国民主権国家日本のあり方を問わな

ければなりません。沖縄軽視の構造的差別に対して日米両政府に、ウチナーンチ

ュの尊厳を守るために、オスプレイの即時撤去、普天間基地の「県外移設」、日米

地位協定の全面改正を訴えてまいります。更に、米軍基地の所在しない市町村連

絡協議会の連携を強化し、米軍基地から派生する諸問題に対し取り組んでいきた

いと考えております。 

 

広域火葬場・斎場建設の推進 

中城村、宜野湾市、西原町、北谷町、北中城村の５構成市町村で『（仮称）中部

南地区火葬場・斎場建設検討委員会』及び『（仮称）中部南地区火葬場・斎場建設

検討部課長会』を設置し、広域火葬場・斎場建設について、検討をいたしており

ます。平成２４年度に『基本構想・基本計画策定業務委託』の契約を行い、基本

構想及び計画地選定としての計画条件の整理、都市計画決定の検討、管理運営計

画、事業スケジュールの検討、基本方針の策定、計画地選定の運営などを行って

おります。今後も、広域火葬場・斎場の建設計画に精力的に取り組み、早期実現

へ向け、強力に推し進めてまいります。 

 

（５）防災危機管理体制の推進 

防災対策の推進 

地域防災計画の見直しを行い、村民へ防災意識向上の取り組みや各地域におけ

る自主防災組織の設立支援、海抜表示板の増設や備蓄食糧の整備に努めます。更

に、職員の防災対策研修や昨年１２月に設立した奥間自主防災会と連携して防災

訓練の実施を検討してまいります。 

また、防災行政無線のデジタル化を推進し、情報伝達手段の多様化へと繋げて

いきます。 

 

防犯対策の強化 

自治体、事業者、関係団体、地域住民等との協働による「ちゅらさん運動」を

推進し、安全で安心して暮らせるまちづくりを目指します。 

 

消防救急業務の確立  

消防・救急・救助活動は火災の警戒・鎮圧等の警防活動をはじめ、火災予防広

報・予防査察、防火管理者の指導・育成及び救急業務の高度化、消防施設等消防



 17

力の充実・強化を推進するとともに実践的で実効性のある教育訓練をとおして住

民福祉に取り組んできたところであります。 

一方、消防救急無線のデジタル化につきましては、平成１５年１０月の電波法

審査基準の改訂で、平成２８年５月３１日までに現在のアナログ波からデジタル

波に移行することが義務づけられております。全国の消防本部におきましても、

また、沖縄県内３０関係機関が加入する沖縄県消防通信指令施設運営協議会にお

きましても、早期に救急無線のデジタル化移行に取り組んでいるところでありま

す。今後、早期のデジタル化実現に向けて取り組んでまいります。 

 

   庁内の防災危機管理 

 不測の事態から村民の生命と財産を守るため、村職員が一体となった危機管理

体制の構築と、職員各々が多種多様な対応が取れることを目的に今年度は、救急

蘇生法（人工呼吸、ＡＥＤ使用）の講習会をハートライフ病院の協力で全職員が

受講いたします。 

 

（６）平和行政・交流事業の推進 

平和行政の推進 

平和憲法の精神を堅持するとともに、１９８５年に宣言された「中城村非核宣

言」のもと、核兵器廃絶と世界の恒久平和を願っております。 

太平洋戦争におきまして、世界で唯一、原爆を投下された国として、平和行政

を推進してまいります。 

平和教育におきましては、中学生が同世代の若者との交流の中で、戦争の悲惨

さと平和の尊さを学ぶことを目的に、長崎県で開催される平和祈念式典とピース

フォーラムに青少年平和学習交流団として派遣いたします。 

 

国際交流・地域間交流の推進 

平成８年度から実施しております海外移住者子弟研修生受入事業につきまして

は、平成２４年度までに４９名の研修生を受け入れてまいりました。研修を通し、

沖縄の伝統、文化、芸能を習得し、また沖縄の風習、ウチナーンチュの思いを感

じ、その思いを胸に帰国後は各国の村人会で活躍しております。移民県、移民村

として研修制度の果たす役割と重要性を改めて認識しているところであります。 

南米各国の村人会と中城村との友好交流関係の更なる発展のため、平成２５年

度も引き続き受入事業を継続いたします。 

千葉県旭市とは、平成２４年に姉妹都市提携を結んでおります。去年行われた

「とよむ中城産業まつり」においては、同市からブースの出展が行われ、農産物

の展示即売や児童交流のパネル展を行っております。これからも両市村の友好と

親善を深め、地域発展につなげるための多岐に亘る交流を図ってまいります。 
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男女共同参画社会の実現・人権啓発活動 

男女共同参画社会の推進に向け、役場内及び関係機関における意識の高揚を図

ります。更に、女性に対する暴力（ＤＶ）の相談など、男女がその性差を互いに

尊重し合い、協力して生活できるよう取り組みます。 

「みんなで築こう 人権の世紀 考えよう相手の気持ち 育てよう思いやりの

心」を目標に人権擁護委員などと連携を図りながら人権相談所を開設し人権尊重

の高揚に努めます。 

 

（７）行財政運営の確立 

行政組織の強化 

行政組織の強化につきましては、地方分権時代における地方の役割、住民ニー

ズに沿った各種事務事業及び行政組織機構の段階的な見直しを推進し、限られた

財源を効率的・効果的に活用していく組織体制の強化に取り組んでまいります。 

また、時代に即応した人材を育成するため、各種研修等への派遣や独自の研修

を実施し、限られた人員で効率的な行政運営と充実した住民サービスを提供する

ために取り組んでまいります 

 

   庁舎建設の推進 

現在の庁舎は、昭和４０年に建設され、村民の行政需要に答えてきましたが、

築４７年を経過し、老朽化、狭隘化により住民サービスに支障をきたしておりま

す。本年度は基本計画素案を検討してまいります。 

 

各種団体の創設と活動強化の推進 

     地域づくりを進めるには、村民が主体となって、自主的に諸活動に参加し、

信頼と連帯感に満ちたコミュニテーの形成が大切だと思います。そこで、住み

よい地域の形成に向けて、各自治会などの自主的な地域活動を促進するために、

今年度から、自治会活動活性化事業や自主防災組織運営に対して助成を行って

まいります。 

 

   広報・広聴の充実 

行政情報の伝達を正確かつ全ての住民に隅々まで伝達して行くために、事務委

託者の活用、広報紙、村ホームページ、防災無線等、全ての手法を活用し、村民

への行政情報の周知徹底を図ります。特に、非常災害及び緊急時の情報について

は、迅速かつ正確に村民に情報伝達が行えるよう努めてまいります。 

本村の広報紙である広報なかぐすくは、村民に親しまれる紙面を心がけ、内容

の充実を図り毎月の発行を行ってまいりましたが、今後とも内容の充実と改善に

努めてまいります。村ホームページについては、今年度リニューアルし、これま

で以上に多くの情報を分かりやすく掲載するとともに、これからの国際化社会、
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世界へ向けた観光ＰＲ、また様々な地域に本村の魅力を知って頂くために、外国

人向けにホームページを多言語化して情報発信を行ってまいります。 

公聴については、行政区単位の行政懇談会の開催、事案毎の各種委員会や住民

会議など公募を活用した住民参画、情報公開制度の活用、窓口相談、ホームペー

ジでの意見募集などを推進してまいります。また、今年度は、各種団体との対話

を積極的に行い、年始会を実施いたします。 

 

情報化の推進と情報保護の強化 

本村の各情報システムで取り扱っている情報は、外部への漏洩等が発生した場

合に、極めて重大な結果を招く情報が多数含まれております。そのため、これら

情報資産について、システム上の技術的脅威及び人的脅威等あらゆる脅威に対す

る予防策、抑止策、発見並びに回復について、組織的かつ計画的に取り組まなけ

ればなりません。このことは、村民の財産やプライバシー等を守るとともに事務

の安全かつ安定的な運営、更に電子政府や電子自治体への対応のためにも必要不

可欠なものです。これまでも、本村の情報資産の機密性、完全性及び可用性を維

持するための対策として、機能強化の整備を行ってまいりました。今後もその取

り組みについて強化してまいります。また、中城村情報セキュリティ管理委員会

並びに中城村ICT推進チームを活用し、これまで以上に情報通信技術に関する職員

のスキルアップに取り組んでまいります。 

 

村税の徴収強化 

村財政の安定的な運営充実を図るためには、自主財源である村税の自主納付体

制を確立することは不可欠であります。震災、原発事故からの復興や「社会保障・

税の一体改革」など国内、県内では多くの課題に直面し、先行き不透明の厳しい

経済状況で納税者の負担感増は否めない中、村民のみなさまへは税の主旨をご理

解いただきながら、課税と徴収について公平性を確保するため、引き続き国税、

県税との連携を密にし、課税客体の的確な把握と徴収に努めてまいります。 

    特に、村税滞納対策として、徹底した財産調査等を実施し、差押等の滞納処分

の強化をはかり、一層の税収の確保に努めます。 

    近年の多様化する村民のライフスタイルを背景にして、村税等の納付について

も「いつでも・どこからでも・納めやすい」という便利で安心できる環境が求め

られています。本年度は、納税者の利便向上と納期限内収納率向上に向け、村民

税・固定資産税・軽自動車税の平成２６年度からのコンビニ収納開始に向けたシ

ステム改修を実施します。 

    また、インターネットを通じて地方税の電子申告が可能な eLTAX（エルタック

ス）導入にむけたシステム改修を行い、平成２６年１月１日から法人村民税申告、

償却資産申告、給与支払報告書提出等が電子申告で可能となり、納税者の利便性

向上と事務処理の効率化を図ってまいります。 
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財政運営の効率化 

本村の財政状況は、歳入面においては南上原地区土地区画整理事業等による人

口増加に伴い、自主財源の柱である村税が毎年度伸びております。しかし、依然

として地方交付税等に依存した構造であり、厳しい状況にあります。その中で平

成２４年度に創設された沖縄振興特別推進交付金を最大限に活用し効果的に事業

を実施してまいります。 

 歳出面におきましては、慣例にとらわれることなく、更なる創意工夫による事

務事業の徹底した見直しを引き続き行います。新規事業としましては、自主防災

組織補助金、自治会活動活性化補助金の創設、また子育て支援事業として認可保

育所運営負担事業やひとり親家庭学童クラブ利用料助成事業などについて予算編

成をいたしました。村民の要請に応えていくため、徹底した行財政改革に取り組

み、財政体質の健全化の確保に留意しつつ、村全体の創造性・自律性を高め、活

力ある施策の展開が可能となるよう、限られた財源の中で、最大限の効果が得ら

れるよう財政運営に努めてまいります 

 

４．おわりに 

 

   このような状況に基づき編成しました一般会計予算案並びに特別会計予算案は次

のとおりであります。 

 

会 計 名 予 算 額 

一般会計予算 ５，７８５，９４１千円

国民健康保険特別会計予算 ２，３５８，２３７千円

後期高齢者医療特別会計予算 １１１，２５５千円

土地区画整理事業特別会計予算 ５８０，００５千円

公共下水道特別会計予算 ３５０，１３０千円

水道事業会計予算        ５０５，６４２千円

汚水処理施設管理事業特別会計予算 ３，６０７千円

合   計         ９，６９４，８１７千円

 

   以上、平成２５年度の施政方針について所信を申し述べてまいりましたが、ご提

案しました諸施策が完全執行できるよう組織の総力を結集して取り組む所存であり

ます。議員各位をはじめ、村民の皆様のご理解とご協力をお願い申し上げます。 

 

平成２５年 ３ 月 ５ 日 

 

中城村長 浜 田 京 介 


